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●基本情報（令和8年１⽉１⽇現在）

三重県

愛知県

奈良県

和歌山県

岐阜県

滋賀県

京都府

面積 ︓約5,774㎢（全国25番）
人口 ︓約172万人（全国22番）

●関連する主な条例
• 三重県生活環境の保全に関する条例

• 盗難⾃動⾞の解体及び輸出の防⽌等に関する条例

⾃動⾞解体業者及び中古⾃動⾞輸出業者を対象に、盗難⾃動⾞の
解体及び輸出を防⽌し、⾃動⾞の盗難の防⽌及び盗難被害の迅速
な回復に資するとともに、地域の良好な生活環境を確保すること
を目的に制定

（令和３年１0⽉１⽇施⾏）

（平成13年３⽉27⽇施⾏）
公害の防⽌のための規制、事業活動及び⽇常生活における環境へ
の負荷の低減並びに資源の循環的利⽤を図るための措置等を定め、
県⺠の健康の保護、良好な生活環境の保持及び保護並びに環境⽔
準の向上に関する施策を総合的に推進し、現在及び将来の生活環
境の保全を図ることを目的に制定
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三重県の基礎情報



三重県のスクラップヤードの推移

増減R7.9.30時
点

R6.9.30時
点

北勢
（桑名、四⽇市、鈴⿅環境室が所管）

44642事業場数
363有害使⽤済機器保管等事業場

▲ 101届出するよう指導中の事業場
24038有害使⽤済機器以外の再生資源物

保管等事業場
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中南勢
伊賀

伊勢志摩

東紀州

増減R7.9.30時
点

R6.9.30時
点

中南勢
（津環境室、松阪環境室が所管）

▲ 22426事業場数
044有害使⽤済機器保管等事業場

▲ 134届出するよう指導中の事業場

▲ 11718有害使⽤済機器以外の再生資源物
保管等事業場

増減R7.9.30
時点

R6.9.30
時点

伊賀地域
（伊賀環境室が所管）

52520事業場数
000有害使⽤済機器保管等事業場
022届出するよう指導中の事業場

52318有害使⽤済機器以外の再生資源
物保管等事業場

増減R7.9.30
時点

R6.9.30時
点

伊勢志摩
（南勢志摩環境室が所管）

02323事業場数
022有害使⽤済機器保管等事業場
011届出するよう指導中の事業場

02020有害使⽤済機器以外の再生資源物保
管等事業場

増減R7.9.30
時点

R6.9.30
時点

東紀州地域
（紀北、紀南環境室が所管）

055事業場数
011有害使⽤済機器保管等事業場
220届出するよう指導中の事業場

▲ 224有害使⽤済機器以外の再生資源物
保管等事業場

増減R7.9.30時点R6.9.30時点三重県全体
7123116事業場数
31310有害使⽤済機器保管等事業場
088届出するよう指導中の事業場
410298有害使⽤済機器以外の再生資源物保管等事業場

県内のスクラップヤードの事業場数は、北勢地域や伊賀地域で増加した。

表１ 三重県内のスクラップヤードの事業場数

表1-3 伊賀地域のスクラップヤードの事業場数

表1-5 東紀州地域のスクラップヤードの事業場数

表1-1 北勢地域のスクラップヤードの事業場数

表1-2 中南勢地域のスクラップヤードの事業場数

表1-4 伊勢志摩地域のスクラップヤードの事業場数

[単位︓件]
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三重県のスクラップヤード事業者の国籍

三重県東紀州伊勢志摩伊賀中南勢北勢

401127911⽇本

4935111317中国

300003
その他

（韓国、ブラジ
ル、ベトナム）

31167215不明

123523252446計

出典 外国人住⺠国籍・地域別人口調査（令和５年１２⽉３１⽇現在）の結果（三重県）

県内のスクラップヤードの事業場の代表者の国籍は中国の割合が⾼い。北勢・中南勢・伊賀地域はその傾向が顕著。
なお、県内の外国人住⺠総数は増加傾向にあり、中国や韓国はやや減少傾向、ブラジルは横ばい、ベトナムやフィリピン
は増加傾向。

表２ 三重県内のスクラップヤードの代表者の国籍

[単位︓件]
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三重県のスクラップヤードの生活環境支障の発生状況

計

支障の種類

事業場の分類
その他崩落⽔質

汚濁悪臭騒音
・振動

飛散
・流出

土壌・
地下⽔
汚染

火災

LiB

22314547003再生資源物保管等事業場
3001210001⾦属スクラップ保管等事業場
2001000001雑品スクラップ保管等事業場
13112316001プラスチック資源保管等事業場
4200021000詳細不明の再生資源物保管等事業場

• 生活環境保全に係る苦情が申し⽴てられた場合、市町・関係機関と連携し、それぞれの所管する環境法令
（廃棄物処理法、⽔質汚濁防⽌法や悪臭防⽌法等）、それ以外の関係法令（都市計画法、消防法等）に基
づき、違反があれば、指導・助言を実施。

• 生活環境保全上の影響が生じた件数は、飛散・流出、騒音・振動、悪臭、⽔質汚濁が多い。

＜生活環境保全上の支障の発生に対する対応＞

＜状況＞

表３ 生活環境保全上の影響が生じた件数（令和６年10⽉１⽇〜令和７年９⽉30⽇）
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処理ルート

廃家電４品目
エアコン
テレビ（ブラウン管式及び液晶・有機EL・プラズマ式）
電気冷蔵庫・電気冷凍庫
電気洗濯機・衣類乾燥機

排出者（消費者等） 指定引取場所小売業者

再商品化等収集・運搬排出

市区町村 家電リサイクルプラント

解体工事 スクラップ
ヤード

無許可の
不⽤品回収業者等

重機等で取り外し

持ち込み

＜不適切な主な事例＞

使⽤済小型電子機器等 28品目
排出者（消費者等）

排出

認定事業者小売業者

再資源化等収集・運搬

市区町村

＜適切なリサイクルルート＞
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プラスチック資源保管等事業場における再生⾏為の実態

•購入により調達
•保管
•必要に応じて破砕等の加工

環境負荷に伴う苦情の代表例
• 射出成型時の排ガス発生による悪臭発生
• ペレット製造に伴うプラスチック⽚が排⽔への混入し、飛散・流出
• 原料や売却物を屋外で⻑期保管したことによりベーラー等が劣化し、飛散・流出

原料 ペレット製造設備 ペレット等の売却物の保管
•射出成型機でペレット
を製造

• 売却

悪臭 ⽔質汚濁 飛散・流出飛散・流出 騒音

飛散・流出した事例

屋外保管の状況ペレット射出成型機フレークプラスチックの端材
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雑品スクラップ保管等事業場における再生⾏為の実態

•購入により調達（積み下ろし）
•保管

原料 雑品の破砕等 売却物の保管

•必要に応じて破砕等により
有価物と廃棄物に分離

• 売却（積み下ろし）

排⽔騒音

廃棄物

環境負荷に伴う苦情の代表例
• 重機の稼働や荷役作業による作業騒音
• 機器類に注入されていた油の流出
• 廃リチウムイオン電池等の不適切な取扱いに
よる火災

事業場での不適切な取扱いに対する指導事例
• 分解された状態で解体事業者から買い取ったエアコン
• 野ざらしで保管しているリユース品と主張するエアコン
• 廃棄物の搬出がなされておらず⻑期間の保管となっている

騒音 騒音

買い取ったエアコン 7



スクラップヤードの主な実情

構造耐⼒上安全な強度でない壁

居抜き物件のため、油⽔分離装置が
設置されていない状態

地下浸透対策が十分でない状態事業場敷地が狭く、十分な
距離が空けられない状態

事業場の底面に敷かれた
鉄板の隙間 8

受入れ物にLiBが混在し、火災発生
のリスクを抱えた状態



基準を設定するうえで考慮が必要な事項

 使⽤済みの⾦属・プラスチック物品の判別
 リユース品と主張された場合も、客観的に判断できる内容をガイド

ラインに盛り込む必要。

 基準に適合した状態で保管していても、屋外の保管による劣化等に
より、環境保全上の支障が生じるおそれもあることに留意が必要

 使⽤済みの⾦属・プラスチック物品の保管・再生基準
事業者に分かりやすいよう、また、指導しやすいよう、廃棄物に係る保管基
準と整合を図る必要がある。
 保管⾼さ

① 使⽤済みの⾦属・プラスチック物品（有価物）の保管⾼さ上限が設
定されるが、廃棄物の保管には保管⾼さの上限が無く、有価物の方
が基準が厳しくなるため、整合が必要。

② 単一素材の物品を保管する場合、単一素材の判断が難しいケースが
想定されるため、明確な判断基準が必要。

 再生品の卒業基準
同じペレットを製造する場合であっても、動静脈連携のための⽔平リサ
イクルに取り組む事業者と雑多な使⽤済みプラスチックからペレットを
製造し安価で売却する事業者では、管理体制に大きな差がある。そのた
め、ペレット等の再生品の品目をもって卒業基準とすることには留意が
必要

 事業者
 ⽇本語が分からない（分からないと主張する）事業者の場合、指導に苦

慮するため、資格や講習会受講の義務化の検討をお願いしたい。また、
改正法の周知を十分にお願いしたい。

 既存事業者の課題
既存事業者が改正法の施⾏までに対応すべき事項が課題

 都市計画法の市街化調整区域の場合、建物の新築・改築等が制限され
ている場合、

 地下浸透防⽌のためのコンクリート敷設、油⽔分離装置や構造耐⼒上
安全な強度をもつ囲いの設置等の措置に伴う工事が改正法の施⾏まで
に間に合わないおそれ

単一素材の判断が難しい状態

 維持管理基準
 騒音・振動による生活環境保全の影響は、騒音規制法等の特定施設がな

いと指導ができない場合があり、騒音等の基準値や測定頻度等を定めた
維持管理計画書を作成し、事業者が⾃主管理できる仕組みが必要。 9


